
この度、総務省四国行政評価支局（局長：松田綱児）は、近年、四国内でも在留外国人・訪日外国人が増加
していることを踏まえ、その受入れ環境の整備の一環として、外国人が病気やけがをしたとき、不安を感じる
ことなく医療を受けられているかについて、実態を調査しました。

この調査の実施に当たっては、有識者（医師、国際交流団体の幹部、在留外国人の大学教授等）の専門的知見を
調査内容に反映させるとともに、①四国内に居住する外国人の『生の声』を実地に聴取する、②「院内表示の多言
語化の点検」及び「翻訳機の活用状況の検証」を国際交流員（地方公共団体に配属されている外国人）及び医療機関と
の協働により実施するなど、外国人患者の受入れ環境の整備に係る課題やニーズを客観的かつ総合的に把握する
ことに努めました（「院内表示の多言語化の点検」及び「翻訳機の活用状況の検証」は行政評価局として初の試み）。

そして、そこから得られた実態等を踏まえ、受診を終えるまでの場面ごとに、外国人患者の受入れに関する工夫
した取組、課題等を整理しました。

この調査結果については、今後、外国人が安心して医療を受けられる環境の更なる整備が着実に進められる
ことを目指して、国の関係機関に通知しました。また、関係者の取組の一助となることを期待して、調査対象とし
た各機関、四国内の医師会及び薬剤師会に情報提供するとともに、公表します。

【本件の連絡先】
四国行政評価支局 評価監視部 第2評価監視官 兵頭 俊夫
電話：087-826-0682 FAX：087-826-0685
〒760-0019 高松市サンポート3番33号 高松サンポート合同庁舎南館6階

令和 2年 3月 1 6日
四国行政評価支局

（※）結果報告書及び資料1～4については、総務省四国行政評価支局ホームページ（https://www.soumu.go.jp/kanku/shikoku/g_hyoka.html）に掲載しています。

https://www.soumu.go.jp/kanku/shikoku/g_hyoka.html


外国人が病気やけがをした際、不安を感じることなく医療を受けられる環境整備が求められている。

令和元年9月～2年3月

◆在留外国人・訪日外国人の増加

外国人が不安を感じることなく医療を受けられているかを調査し、そこから得られた実態等を踏まえ、受診を終える
までの場面ごとに、外国人患者の受入れに関する工夫した取組、課題等を整理

調査期間

（注）1 「在留外国人数」については、在留外国人統計及び当局による高松出入国在留管理局への調査結果を基に、作
成した。

2 「訪日外国人数」については、宿泊旅行統計調査の各年1月～12月分の数値を基に、作成した。

調査の背景・目的

◆ 平成31年4月に在留資格「特定技
能1号・2号」が創設され、今後5年間
に全国で 最大約34万5,000人の本
資格に該当する外国人労働者の受
入れが見込まれる。

◆ 瀬戸内国際芸術祭など、集客力の
あるイベント等を契機に、四国を訪れ
る外国人の更なる増加が予想される。

言葉の壁宗教・習慣の相違

今
後

時 点
在留外国人数 訪日外国人数（延べ宿泊者数）

全 国 四 国 全 国 四 国

平成25年末 約207万人 約2.6万人 約3,350万人泊 約22万人泊

平成30年末 約273万人 約3.5万人 約9,428万人泊 約97万人泊

地域総括評価官等
（在徳島行政監視行政相談センター、在愛媛行政監視行政相談センター、在高知行政監視行政相談センター）

調査参画

約1.３倍 約2.8倍約1.3倍 約4.4倍

「医療機関における外国人患者の受入れに関する実態調査」の概要

Ⅰ



5,002 4,992 5,012 
5,476 5,639 

6,073 

32,310
35,940 58,340 69,450

102,810 116,230

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成25年 26年 27年 28年 29年 30年

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

在
留
外
国
人
数

訪
日
外
国
人
数

徳島県

8,510 8,946 
9,785 

10,723 
11,636 

12,597 

95,830
142,710

210,470

358,360

482,300

546,100

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成25年 26年 27年 28年 29年 30年

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

在
留
外
国
人
数

訪
日
外
国
人
数

香川県

平成25年から30年で、在留外国人は 、訪日外国人は 増加

平成25年から30年で、在留外国人は 、訪日外国人は 増加平成25年から30年で、在留外国人は 、訪日外国人は 増加

平成25年から30年で、在留外国人は 、訪日外国人は 増加

【参考1】 四国4県における在留外国人数・訪日外国人数の推移 （単位：人）
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Ⅱ（注）在留外国人統計、宿泊旅行統計調査及び当局による高松出入国在留管理局への調査結果を基に、作成した。

約5.7倍約1.5倍約1.4倍 約3.4倍

約1.3倍 約3.2倍 約1.2倍 約3.6倍



Ⅲ

【参考2】 四国4県における国籍別在留外国人数の状況（平成30年末、上位5か国）
（単位：人）

（注）1 在留外国人統計及び当局による高松出入国在留管理局への調査結果を基に、作成した。
2 国籍別在留外国人数の割合（％）は、小数点第1位以下を四捨五入した数値のため、その合計は必ずしも 100％にならない。
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国（2） 高松出入国在留管理局、四国運輸局

県（4） 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

市 （5） 徳島市、高松市、松山市、西条市、高知市

国際交流団体（1） 公益財団法人松山国際交流協会

医療機関（11）

徳島県（2） 徳島県立中央病院、松永病院

香川県（3）
独立行政法人国立病院機構四国こどもとおとなの医療センター、香川県立中央
病院、高松赤十字病院

愛媛県（4） 愛媛県立中央病院、愛媛県立今治病院、松山赤十字病院、飯尾小児科・内科

高知県（2） 高知県・高知市病院企業団立高知医療センター、近森病院

薬局 香川県（3） 香川県薬剤師会調剤薬局、安西番町薬局、虎や調剤薬局

（注）1 医療機関については、各県において在留外国人数が多い二次医療圏を抽出の上、当局による情報収集の結果から、当該医療圏におい
て外国人患者の受入れに当たり工夫ある取組を行っていると考えられる医療機関を調査対象とした。

2 薬局については、一般社団法人香川県薬剤師会への情報収集結果を参考にするなど、香川県において外国人患者の受入れに当たり工
夫ある取組を行っていると考えられる薬局を調査対象とした。

調査対象とした機関
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1 有識者研究会で頂いた御意見を調査設計等に反映

2 四国内に居住する外国人から、医療に関して困ったことや意見・要望など『生の声』を聴取
四国内に居住する外国人（計144人）との医療に関する懇談会を開催《資料2》

4 「院内表示の多言語化の点検」及び「翻訳機の活用状況の検証」
国際交流員（地方公共団体に配属されている外国人）及び医療機関と協働で、ⅰ）多言語化された院
内表示の分かりやすさを点検、ⅱ）翻訳機を活用した医療機関職員による説明の伝わり方を検証
《資料3及び4》

R.T.ウィリアムズ 高松大学経営学部教授

安藤 州一 行政相談委員

厚井 文一 国家公務員共済組合連合会 KKR高松病院病院長

常谷 薫 香川県社会保険労務士会副会長

前川 孝之 公益財団法人香川県国際交流協会総務課長

有識者一覧 （敬称略。五十音順）

県名 開催箇所数 参加者数 参加者の出身国等

徳島 3 31 中国、ベトナム、インドネシア等

香川 2 21 中国、ベトナム等

愛媛 3 69 中国、フィリピン、ベトナム

高知 2 23 中国残留邦人、フィリピン、ミャンマー等

合計 10 144

懇談会開催状況一覧 （単位：か所、人）

調査のポイント

Ⅴ

＜有識者研究会で聴取した主な意見＞

● 夜間の急病時、診療している病院が分からず、救急車を
呼ぶべきか、対応方法が分からなかった経験がある。ま
た、処方薬の用量等について、日本人と外国人で体格な
どが違うことを考慮する必要があるのではないか。
（ウィリアムズ教授）

● 日本語での会話が困難な外国人は、翻訳機や通訳サー
ビスを利用しても、医師の説明を正確に理解できていな
いおそれがあり、診察時のインフォームド・コンセント
をどうするかが課題である。（安藤行政相談委員）

3 行政機関、医療機関、薬局等の取組、課題等を把握

外国人患者の受入れに関する工夫した取組、課題等を把握し、受診を終えるまでの場面ごとに整理
《資料1》



● 「電話通訳センターを介した三者間同時通訳」（外国人、消防局（通信指令員又は救急隊員）及び電話通訳センター間）の導入促進
《資料1（15ページ）》

● 音声翻訳機能のほか、救急現場で使用頻度の高い会話内容を登録した「救急ボイストラ」の導入促進《資料1（17ページ）》

● ⅰ）救急車の利用方法、ⅱ）119番通報時に通信指令員に伝えるべきことなどについて多言語で記載した「救急車利用ガイド」の作成・公
表《資料1（19ページ）》

● 「訪日外国人に対する適切な医療等の確保に向けた総合対策」の策定（平成30年6月14日）《資料1（1ページ）》

● 外国人が不安を感じることなく適切な医療を受けられる環境整備を行うことなどについて掲げた「未来投資戦略2018-『Society5.0』『デー
タ駆動型社会』への変革-」の閣議決定(平成30年6月15日）《資料1（2ページ）》

国の方針

● 「訪日外国人旅行者等に対する医療の提供に関する検討会」の開催（平成30年11月14日初開催）《資料1（3ページ）》

● 院内体制の整備を支援する「医療機関における外国人患者受入れ環境整備事業」の実施

● 「外国人向け多言語説明資料」の作成・公表（平成28年3月改正）《資料1（5ページ）》

● 「外国人患者の受入れのための医療機関向けマニュアル」の作成・公表（平成31年4月公表）《資料1（6ページ）》

● 観光庁と共同で「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト」の作成・公表（令和元年7月：厚生労働省ホームページ
にリストを初掲載、以降リストを随時更新）《資料1（7ページ）》

● 多言語による診療案内や異文化・宗教に配慮した対応など、外国人患者の受入れに資する体制を第三者的に評価することを通じて、国
内の医療機関を受診する全ての外国人に、安心・安全な医療サービスを提供できる体制作りを支援する「外国人患者受入れ医療機関認
証制度（以下「JMIP」という。）」の実施（認証機関：一般財団法人日本医療教育財団）

⇒本調査では、調査対象とした機関でみられなかった取組を中心に、中国四国地方で認証されている医療機関（2病院）のうち、岡山大
学病院における取組も加えて整理

厚生労働省による取組

総務省消防庁による取組

● 外国人患者のトラブルに関する地方公共団体向け「安心・安全対応相談窓口」の地方運輸局等（11か所）への設置《資料1（10ページ）》

● 訪日外国人旅行者向け海外旅行保険加入促進プロモーションの実施《資料1（11ページ）》

● 医療機関の利用ガイド「具合が悪くなったときに役立つガイドブック」の作成及び観光案内所等への配布《資料1（13ページ）》

● 訪日外国人旅行者を対象に、保険の加入状況や医療機関受診状況について「訪日外国人旅行者の医療に関する実態調査」を実施（平
成31年3月29日公表）

● 厚生労働省と共同で「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト」の作成・公表（日本政府観光局ウェブサイトに多言
語化した情報を掲載、随時更新）《資料1（7ページ）》

観光庁による取組

Ⅵ

外国人患者の受入れ環境の整備に係る国の主な方針・取組



四国運輸局への通知
四国運輸局に対し、「安心・安全対応相談窓口」の更なる周知を図る観点から、同窓口に係る情報について、地方公

共団体が参加する各種会議等を活用するなど、その提供方法を検討することを通知した。

今回の調査結果の取扱い

Ⅶ

四国内26機関（国の行政機関：2機関、地方公共団体：9機関、国際交流団体：1機関、医療機関：11機関、薬局：3機関）を調査した結果、外
国人患者の受入れ環境の更なる整備を進める上で、参考となる実態がみられた。

● 行政機関の取組で、知られていないものがある。
・ 四国運輸局は地方公共団体向けに「安心・安全対応相談窓口」を設置しているが、調査対象とした地方公共団体（4県及び4市（消防
局））は、同窓口を知らなかった。 《結果報告書（2ページ）》

・ 3県は、医療機関や薬局を探すためのサイト（医療情報ネット）を英語で運用しているが、「四国内に居住する外国人との医療に関する懇
談会」の参加者には、医療情報ネットを知っている者及び活用した者はいなかった。《結果報告書（9ページ）》

・ 4市（消防局）は、翻訳機器等（電話通訳センターを介した三者間同時通訳、救急ボイストラ）を導入しているが、「四国内に居住する外国
人との医療に関する懇談会」の参加者からは、「救急車の呼び方は知っているが、言葉が通じるか不安に思う。」など、救急車の利用をた
めらうような意見があった。《結果報告書（11ページ）》

● 外国人患者の受入れに当たって、取組の更なる改善・強化を求める声がある。
・ 「翻訳機器等を活用したとしても、救急救命処置の内容や同意について、正確に意思疎通できているか不安である。」（市（消防局）から
の意見）《結果報告書（12ページ）》

・ 「他の医療機関における外国人患者への対応について、その経験談等を共有できる機会を提供してほしい。」（医療機関からの意見）
《結果報告書（3ページほか）》

実 態

厚生労働省、観光庁、総務省消防庁への参考通知
調査を通じて把握した次の点については、今後、外国人が安心して医療を受けられる環境の更なる整備が着実に進

められることを目指し、総務省本省（行政評価局）を通じて、厚生労働省、観光庁及び総務省消防庁に参考通知した。
ⅰ）行政機関、医療機関、薬局等における取組、意見・要望等
ⅱ）外国人からの医療に関して困ったことや意見・要望など『生の声』
ⅲ）「院内表示の多言語化の点検」及び「翻訳機の活用状況の検証」結果



「医療機関における外国人患者の受入れに関する実態調査」結果

Ⅰ 外国人患者の受入れ環境の整備に係る全般的な取組の現状及び課題 1ページ

★ 「院内表示の多言語化の点検」及び「翻訳機の活用状況の検証」 5ページ
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Ⅰ 外国人患者の受入れ環境の整備に係る全般的な取組の現状及び課題

1



「安心・安全対応相談窓口」の更なる周知を図る観点から、同窓口に係る情報について、地方公共団体が参加する各
種会議等を活用するなど、その提供方法を検討すること。

四国運輸局への通知

調査対象とした4県全てにおいて、外国人からの相談等を受け付ける一元的な窓口を設置し《資料1（20ページ）》、外国人から医療に関する
相談（母国語で受診できる医療機関を知りたいなど）を受け付けているほか、次のとおり、工夫した取組がみられた。

● 日本で生活する上で参考となる情報（診察に必要なものなど）を記載した多言語生活ガイドブック（5か国語）及び日常生活の各場面で指
さしながら会話（症状、薬の服用方法等）できる多言語指さし会話集（6か国語）を作成して、市町、国際交流団体等に提供（香川県）
【事例1】《資料1（21ページ）》

● 医療機関からの依頼を受け、国際交流員が、同医療機関の職員に対して、「外国人の病院利用」と題した講演を実施し、外国人が医療
機関に求めること、やさしい日本語の活用などを紹介（西条市）《資料1（23ページ）》

● 日本語による意思疎通が困難な外国人を支援する「外国人オタスケマン制度（通訳ボランティア）」を創設・運用。オタスケマンの活動場
面は、医療関係と日常生活の2種類あり、医療関係では、外国人からの依頼に基づき、病院同行、受診時の通訳や書類の手続等を支援
（松山国際交流協会）【事例2】《資料1（25ページ）》

県、市、国際交流団体による取組

● 外国人旅行者の不慮のけがや病気への対応に取り組む地方公共団体から、他地域の事例等の照会があった際の一元的な窓口として、
地方公共団体向け「安心・安全対応相談窓口」を設置《資料1（10ページ）》

国（四国運輸局）による取組

調査対象とした4県及び4市（消防局）において、四国運輸局が設置する「安心・安全対応相談窓口」を知らないとの意見が聴かれた。

県、市（消防局）からの意見

調査対象とした１１医療機関全てにおいて、外国人患者の受入れ実績があった。また、このうち6医療機関が外国人患者数を把握しており、
その実績を集計した結果、外国人患者数は増加傾向にある。

四国内における外国人患者の受入れ状況

2

行政機関、国際交流団体及び医療機関による主な取組

ア 行政機関（国（四国運輸局）、県、市）及び国際交流団体による主な取組

当局の調査を契機として、四国運輸局は、同局ホームページに、「安心・安全対応相談窓口」に係る情報の掲載を開始した（令和元年12月
25日）。



調査対象とした11医療機関全てにおいて、外国人患者の受入れ環境の整備に取り組んでおり、

ⅰ）フロア案内図、各科受付、検査室等がある場所の院内表示の多言語化（日本語に英語等を併記）（10医療機関） 【事例3】
《資料1（28ページ）》

ⅱ）受診申込書、診断書など院内文書の英語版を独自に作成（6医療機関） 《資料1（31ページ）》

ⅲ）翻訳機器等を導入し、外国人患者との意思疎通に活用（9医療機関）《資料1（36ページ）》

のほか、次のとおり、工夫した取組がみられた。

● 外国人患者が来院した場合に備えた対応マニュアル（施設・環境の整備内容、来院時・入院中の注意点等を記載）を独自に作成
（徳島県立中央病院、愛媛県立中央病院）《資料1（40ページ）》

● 外国人患者の支援担当部署の設置（愛媛県立中央病院） 《資料1（55ページ）》

● 医師、看護師など職員を対象とした研修等の実施（徳島県立中央病院、松永病院、四国こどもとおとなの医療センター、愛媛県立中央病院）
《資料1（56ページ）》

● 厚生労働省の補助事業（「医療機関における外国人患者受入れ環境整備事業」）を活用して院内表示（日本語に英語等を併記）等の整備
（松永病院、四国こどもとおとなの医療センター）

3

イ 医療機関（病院、診療所）による主な取組

◇ 医師や看護師、事務職員の中には英語で対応できる者もいるが、英語以外の言語（特に希少言語）を話す患者への対応が難しかった
経験がある。このため、他の医療機関における外国人患者への対応について、その経験談等を共有できる機会を提供してほしい。

◇ 外国人患者が通訳ボランティアを同行させて診察に来た場合、飽くまでもボランティアであるため、通訳に対する責任を過剰に要求する
と、ボランティアを引き受けてくれないのではないかと不安がある。また、誤訳を防ぐためにも、通訳ボランティアに対する研修も必要と感じ
ている。このため、通訳ボランティアを活用するためのルール作り（介入・責任の範囲、個人情報の取扱いなど）、研修内容の検討が必要
である。

医療機関からの意見（取組を拡充する上で、悩みや課題となる事項等）



【事例1】 医療現場でも活用可能な多言語指さし
会話集「かいわらいぶらりー」（6か国語）

【事例2】 オタスケマン制度広報ツール

【事例3】 院内表示の多言語化例（日本語に英語等を併記）

（受付） （検査室）

（避難経路図）
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点検・検証対象

徳島県立中央病院、香川県立中央病院、愛媛県立中央病院、高知医療センター （4医療機関）

点検・検証協力者

四国各県に居住する国際交流員：8人(点検・検証対象1機関につき、英語を母国語とする者1人及び中国語（簡体字）を母国語とする者1人の計
2人）

点検・検証の観点

院内表示の多言語化の点検
「多言語化されている表示は理解できるか。より分かりやすいと思う表現はあるか。」、「多言語

化されていない場合、どのような表現であれば分かりやすいか。」などの観点から点検した。

翻訳機の活用状況の検証
「翻訳された職員の説明を理解できるか。」、「理解しにくい場合、どのような日本語で伝えれば

よいか。」などの観点から検証した。

点検・検証対象における院内表示の多言語化及び翻訳機の活用状況

院内表示の多言語化状況

● 点検を実施した4医療機関全てにおいて、院内表示を多
言語化（日本語に英語を併記）している。

● 点検を実施した4医療機関のうち3医療機関が、院内表示
の多言語化を、医療機関の建設に携わった受注者に一任
している。

翻訳機の活用状況

● 検証を実施した4医療機関のうち3医療機関が、翻訳機
（翻訳アプリをインストールしたタブレット端末を含む。）を導
入している。
（注） 1医療機関は、検証時点において翻訳機を活用していないが、

外国人患者の受入れを県下で中心的に行う医療機関と思料さ
れ、翻訳機の導入を具体的に検討中とのことであるため、検証
対象機関に選定した。

● 翻訳機を導入している医療機関は、受付窓口や救急受
付等に翻訳機を配備し、外国人患者に対する説明時に活
用している。

5

★ 「院内表示の多言語化の点検」及び「翻訳機の活用状況の検証」 《資料3及び4》



Automated Billing Machine Automated Payment Machine Automatic Machine Payments

「病院が患者に支払う
ための機械」とイメージ
される。

「Adjustment」は、切符な
どの券売機に使われる単語を
イメージする。

アメリカの病院では、機械を
使って治療費を支払うことが
一般的でないため、機械で支
払うことをイメージしてもら
えるような表現がいい。

より分かりやすく伝えるにはどのように表現したらよいと思いますか？

当局

院内表示の多言語化の点検結果（外国人から見て分かりにくい例） 《資料3》

6

◇ 医療機関でよく使用する単語（日本語及び外国語訳）の表記について、国から統一的な基準を示してもらいたい。

また、単語が統一されると外国人患者も安心すると思う。

医療機関からの意見

ア 実際の表記の例

イ 国際交流員の意見

ウ 国際交流員がより分かりやすいと思う表記

医療機関からの意見



イ アを翻訳機で翻訳した結果

「外来診療受付の電光掲示盤に、診察室ごとに予約時間が表示されますので、基本カードの予約時間が表示されましたら、御案内の
外来ラウンジに入って、お呼びするまでお待ちください。」

ア 医療機関の職員による説明例

Please wait at the outpatient lounge when your
appointment time is displayed on the electronic
bulletin board. When the time for the examination
comes, the nurse will call your reception number.

如果您的预约时间显示在电子显示屏上的话, 在门诊休
息室等着, 如果诊察时间过来,护士会呼叫您的受理号码。

主語を明確にし、敬語を使い過ぎないようにすることで、翻訳内容が適切に理解できるようになった。

「お呼びするまで」が「until you call（患者が呼ぶまで）」と翻
訳されており、主語がおかしく、不適切な表現である。

「（基本カードの予約時間を指しながら）あなたの予約時間が電光掲示盤に表示されましたら、（基本カードの外来ラウンジ
番号を指しながら）外来ラウンジで待ってください。診察の時間が来れば、看護師が、あなたの受付番号を呼びます。」

「御案内の」を削除し、現物を指しながらの説明に変更 主語を明確化

意味は理解できるが、「御案内の」を省略したら、より自然
な表現で適切に翻訳される可能性がある。

Reservation time will be displayed for each
examination room on the electronic bulletin board at
the outpatient clinic reception desk. If the
reservation time of the basic card is displayed, please
wait until you call in the outpatient lounge.

门诊诊疗挂号处的电子显示屏上会显示每个诊察室的预约时
间,所以如果显示基本卡的预约时间的话,请到您介绍的门诊休
息室呼叫到您为止。

（中国語（簡体字））

翻訳機の活用状況の検証結果（日本語がうまく翻訳できない例）《資料4》

7

ウ 国際交流員の意見

エ アの日本語を修正した例

オ エを翻訳機で翻訳した結果
（英語） （中国語（簡体字））

（英語）



Ⅱ 受診を終えるまでの場面ごとにおける外国人患者の受入れ環境の
整備に係る現状及び課題

8



● 「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリス
ト」を作成し、多言語化（英語、中国語（簡体字/繁体字）及び韓国
語）したリストを日本政府観光局ウェブサイトで公表
《資料1（7ページ）》

国（厚生労働省、観光庁）による取組

● 医療機関等の選択を適切に行うために必要な情報（医療機関
の名称、所在地、電話番号、診療科目、対応可能な言語等）を検
索できるウェブサイト（医療情報ネット）を英語により提供（香川県、
愛媛県、高知県）【事例4】《資料1（59ページ）》

● 医療情報ネットにて、外国人患者を受入れ可能な医療機関の
情報（医療機関の名称、所在地、電話番号、診療科目、対応可
能な言語等）を英語により提供（徳島県）

県による取組

● ホームページ及びパンフレットを多言語化（英語等）して、営業時間、交通アクセス、受診方法等の情報を提供
（徳島県立中央病院、松永病院、四国こどもとおとなの医療センター、愛媛県立中央病院、飯尾小児科・内科）【事例5】 《資料1（61ページ）》

● 英語で記載した夜間・休日当番医の情報を記載台に配備して提供（松山赤十字病院）【事例6】《資料1（65ページ）》

①自分で医療機関を探す

9

行政機関及び医療機関による主な取組

ア 行政機関（国、県）による主な取組

イ 医療機関（病院、診療所）による主な取組

関係者からの意見（取組を拡充する上で、悩みや課題となる事項等）

● 懇談会参加者（144人）において、医療機関に行ったことがある者85人のうち23人（27％）から、「どこの病院・診療科に行けばよいのか分
からない。」、「夜間や休日に診察している病院を探すのが難しかった。」など、医療機関を探すのに困ったとの意見が聴かれた。

● 医療機関に行ったことがある者85人のうち、県が提供する医療情報ネットを知っている者及び活用した者はいなかった。

◇ ホームページの多言語化の必要性は感じているが、多言語で提供する情報の範囲をどのように設定すべきか悩んでいる。また、中国
語圏の外国人が増えており、中国語による情報提供が必要であると思うが、英語や中国語を理解できない外国人もいるため、どの言語
で情報提供すべきか分からない。このため、他の医療機関における外国人患者への対応について、その経験談等を共有できる機会を
提供してほしい。

イ 医療機関からの意見

ア 四国内に居住する外国人からの意見《資料2（2ページ）》



【事例5】 ホームページ（受診方法）の多言語化例（英語）

【事例4】 医療情報ネット例（医療Netさぬき）
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【事例6】 英語で記載した夜間・休日当番医情報



②救急車を呼ぶ

四国内における外国人の救急搬送状況

調査対象とした4市（消防局）全てにおいて、外国人の救急搬送実績があった。このうち、救急搬送した外国人（日本国籍を有しない者）の人
数を把握している3市（消防局）における実績は、次のとおり、救急搬送人員全体の1％未満となっている。

区分 平成28年 29年 30年 令和元年

徳島市消防局

救急搬送人員 10,411 10,812 11,049 7,505

うち外国人
（全体に占める割合）

24
（0.23）

37
（0.34）

32
（0.29）

32
（0.43）

高松市消防局

救急搬送人員 20,403 20,471 21,171 14,264

うち外国人
（全体に占める割合）

44
（0.22）

37
（0.18）

30
（0.14）

30
（0.21）

松山市消防局

救急搬送人員 23,248 23,872 24,816 16,412

うち外国人
（全体に占める割合）

72
（0.31）

53
（0.22）

63
（0.25）

41
（0.25）

（注）1 当局の調査結果による。
2 調査結果は、令和元年8月31日時点の状況である。
3 高松市消防局の実績は、受託地域（三木町及び綾川町）の実績を含む。

調査対象とした市（消防局）における外国人の救急搬送人員 （単位：人、％）

調査対象とした4市（消防局）全てにおいて、外国人との意思疎通を図るため、総務省消防庁が導入を促進している翻訳機器等（三者間同
時通訳、救急ボイストラ）を活用《資料1（15ページ、17ページ）》しているほか、次のとおり、工夫した取組がみられた。

● 電話通訳センターを介した三者間同時通訳が利用可能であることを記載したパンフレット（日本語に英語等5か国語を併記）を、国際交
流団体や観光施設（市内四国八十八箇所霊場）、大学等に配布（徳島市）【事例7】《資料1（15ページ）》

● 電話通訳センターを介した三者間同時通訳や、救急ボイストラを活用した外国人対応訓練等の実施（徳島市、松山市、高知市）
《資料1（66ページ）》

● 外国人患者を受け入れる医療機関名等の情報を消防局へ提供（徳島県、香川県）《資料1（68ページ）》

県、市（消防局）による取組

11

行政機関による主な取組

● 119番通報時や救急現場において、外国語による意思疎通を可能にする翻訳機器等（電話通訳センターを介した三者間同時通訳（5か国
語対応）、救急ボイストラ（14か国語対応））の導入促進《資料1（15ページ、17ページ）》

● 救急車の利用方法、119番通報時に伝えるべきことなどを記載した「救急車利用ガイド」（6か国語）の作成・公表《資料1（19ページ）》

国（総務省消防庁）による取組

● 行政機関（国、県、市（消防局））による主な取組



◇ 翻訳機器等を用いたとしても、救急救命処置（重度傷病者を医療機関に搬送するまでの間に、症状が著しく悪化することを防止し、生
命の危険を回避するため、救急救命士が行う処置）の内容や同意について、正確に意思疎通できているか不安である。

◇ 搬送される外国人としても、搬送先が言葉の通じる医療機関であれば安心すると思われるので、外国語対応が可能な医療機関の情報
が分かれば有り難い。
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【事例7】 電話通訳センターを介した三者間同時通訳が利用可能であることを記載したパンフレット

● 懇談会参加者（144人）において、救急車を呼んだことがある者21人のうち13人（62％）から、「緊急時には混乱していたこともあり、日本
語での会話が難しかったため、通行人にお願いして救急車を呼んでもらった。」、「救急隊員の説明が理解できず、また、自分の症状もう
まく伝えられなかった。」など、日本語での意思疎通（119番通報、救急隊員との会話）に困ったとの意見が聴かれた。

● 救急車を呼んだことがない者からは、「救急車の呼び方は知っているが、言葉が通じるか不安に思う。」といった救急車の利用をためらう
ような意見や、「出身国では救急車の利用が有料であるため、日本でも有料だと思っていた。」などの意見が複数の参加者から聴かれた。

イ 市（消防局）からの意見

ア 四国内に居住する外国人からの意見《資料2（4ページ）》

関係者からの意見（取組を拡充する上で、悩みや課題となる事項等）



③受付をする

● 懇談会参加者（144人）において、医療機関に行ったことがある者85人のうち37人（44％）から、「受付のとき、日本語の説明が難しかっ
た。」、「問診票が日本語のため、記入するのに時間が掛かった。」など、受付時の日本語による意思疎通等に困ったとの意見が聴かれた。

また、医療機関に行ったことがある者のうち複数の参加者から、 「日本語で意思疎通の可能な付添者がいるときは困らないが、一人で
病院に行くのは不安である。」 との意見も聴かれた。

● 院内文書の多言語化、外国人患者の受付場面における留意点
等を示した「外国人患者の受入れのための医療機関向けマニュア
ル」の作成・公表《資料1（6ページ）》

● 診療申込書、問診票等「外国人向け多言語説明資料」（英語、
中国語等5か国語）の作成・公表《資料1（5ページ）》

国（厚生労働省）による取組

● NPO法人及び国際交流団体が作成する多言語医療問診票（英
語、中国語等18か国語）を掲載しているサイトへのリンクを県ホー
ムページに掲載（香川県）《資料1（69ページ）》

県による取組

● 医療通訳等に関するサービスを提供する企業が運用する外国人患者向け予約支援サイトの活用（松永病院）【事例8】《資料1（70ページ）》

● 診療科名の英和訳対照表などを配備した外国人患者対応の記載台の設置（松山赤十字病院）【事例9】《資料1（71ページ）》

● 独自に英訳した受診申込書の作成・活用（松山赤十字病院）《資料1（31ページ）》

◇ 医師が英語で対応可能とはいえ、外国人患者を相手にするという緊張からコミュニケーションエラー（必要な確認ができないなど）が発
生することもあり得る。多言語化された問診票があれば、外国人患者本人から症状等について聞きやすくなるため、医師が診察時の問診

に時間を掛ける必要もなくなり、負担を軽減できるなど、同様のエラーが減るものと思う。
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行政機関及び医療機関による主な取組

ア 行政機関（国、県）による主な取組

イ 医療機関（病院）による主な取組

イ 医療機関からの意見

ア 四国内に居住する外国人からの意見《資料2（5ページ）》

関係者からの意見（取組を拡充する上で、悩みや課題となる事項等）



【事例9】 診療科名の英和訳対照表などを配備した記載台【事例8】 外国人患者向け予約支援サイト画面

バナーをクリックすると予約支援サイトへ移動

● 遠隔通訳サービスが利用可能な言語の種類を多言語化（日本語に英語等9か国語を併記）《資料1（72ページ）》

● 受診に関する注意事項の多言語化（日本語に英語を併記）《資料1（73ページ）》

● 特定機能病院（紹介状が必要）である表示の多言語化（日本語に英語を併記）《資料1（74ページ）》

● 患者の呼出しに関する方針の多言語化（日本語に英語を併記）《資料1（75ページ）》

JMIP認証医療機関である岡山大学病院における参考となる取組

【予約方法（概要）】
① 必要事項（氏名、電話番号、メールアドレス、言語）
を入力し、送信

② 多言語オペレーターがコミュニケーションをとり、予
約を代行
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④診察を受ける

● 懇談会参加者（144人）において、医療機関に行ったことがある者85人のうち50人（59％）から、「医師の説明が難しく、あまり理解できな
かった。」、「ズキズキやムカムカなどの痛みの説明に困った。」など、医師との日本語での意思疎通に困ったとの意見が聴かれた。

また、イスラム教徒からは、「豚由来のワクチンを接種できない。」といった、宗教上の配慮を必要とする意見も聴かれた。

● 診察時の通訳手法、宗教・習慣上の対応、検査・診察・治療の場面における留意点等を示した「外国人患者の受入れのための医療機
関向けマニュアル」の作成・公表《資料1（6ページ）》

● MRI検査問診票、検査の説明書等「外国人向け多言語説明資料」（英語、中国語等5か国語）の作成・公表《資料1（5ページ）》

厚生労働省による取組

● 独自に英訳した診断書、検査結果の説明書の作成・活用（香川県立中央病院、愛媛県立中央病院、松山赤十字病院） 【事例10】
《資料1（32ページ）》

● 消毒アルコール等の使用可否の確認による宗教的な配慮（四国こどもとおとなの医療センター）
● 放射線検査時に必要となる会話を英語及び中国語で記載した三角POPの作成（愛媛県立中央病院）【事例11】《資料1（76ページ）》

◇ 常勤で医療通訳を配置しなければならないほど外国人患者が増加しているとは感じない。しかし、病名告知等、患者と重要な会話をす
るときには、責任を持って通訳をしてくれる人材を確保してほしい。

◇ 微妙な症状の違いやオノマトペ（擬音語、擬態語）については、「外国人向け多言語説明資料」を活用しても正確な対応が難しい。

◇ 医薬品の適応症（医薬品がどのような症状に効果があるか示すもの）、用法、用量等は、国により基準が定められているが、同一の医
薬品であっても、外国の基準と異なる場合がある。例えば、過去に、婦人科疾患の外国人患者を診察した際、「母国から持参した薬と同じ
ものを処方してほしい。」との要望があった。しかし、母国から持参した薬は、日本では別の症状の患者に使用され、また、この患者には、
日本で処方できる用量の上限を超えて処方されているなど、外国人が母国で処方された医薬品と、適応症、用法、用量等が異なる場合
の対応をどうすべきか悩んでいる。 15

行政機関及び医療機関による主な取組

ア 行政機関（国）による主な取組

イ 医療機関（病院）による主な取組

イ 医療機関からの意見

ア 四国内に居住する外国人からの意見《資料2（6ページ）》

関係者からの意見（取組を拡充する上で、悩みや課題となる事項等）



● 採血・採尿受付機の使用方法の多言語化（英語及び中国語）《資料1（77ページ）》

JMIP認証医療機関である岡山大学病院における参考となる取組
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【事例11】 放射線検査時の意思疎通に活用可能な三角POPの作成【事例10】 独自に英訳した診断書の例



● 懇談会参加者（144人）において、入院したことがある者37人のうち14人（38％）から、「入院案内の日本語が読めなかった。」、「持病のた
め、食事内容を相談したかったが、日本語でうまく説明できないため諦めた。」など、日本語での意思疎通に困ったとの意見が聴かれた。
また、イスラム教徒からは、「病院からハラル食の提供を受けることが難しいと思い、友人からハラル食を差し入れてもらっていた。」、「点

滴にアルコール成分が含まれていれば、点滴を受けられない。」などといった宗教上の配慮を必要とする意見も聴かれた。

● 外国人の入退院時における留意点、航空会社や海外旅行保険会社との手続（診療情報提供書等）等を示した「外国人患者の受入れ
のための医療機関向けマニュアル」の作成・公表《資料1（6ページ）》

● 入院申込書、入院歴の確認書等「外国人向け多言語説明資料」 （英語、中国語等5か国語）の作成・公表 《資料1（5ページ）》

厚生労働省による取組

● 独自に英訳した入院申込書の作成・活用（香川県立中央病院、松山赤十字病院）【事例12】《資料1（34ページ）》

● 消毒アルコール等の使用可否の確認【再掲】、食品庫や調理器具の使い分けによる宗教的な配慮（四国こどもとおとなの医療センター）

◇ 医師や看護師、事務職員の中には英語で対応できる者もいるが、英語以外の言語（特に希少言語）を話す患者が入院した場合の対応
が難しかった経験があるため、他の医療機関における外国人患者への対応について、その経験談等を共有できる機会を提供してほしい。

◇ 宗教上配慮を要する食事を、病院食として提供できる業者のリストを作成・提供してほしい。

◇ 外国人が加入する海外旅行保険会社から「（患者は）いつ帰国することができるのか（航空機等への搭乗許可が出せるのか）との質問
があったが、航空機への搭乗等に関するガイドライン、学術的根拠等の判断基準はなく、帰国途中での病状悪化等による訴訟リスクが考
えられるため、判断が難しかった。このため、外国人患者が退院し、帰国する際の保険会社等との折衝・手続に関する支援（外国人患者
の入院から退院までを総合的に支援する仕組みの検討等）を拡充してほしい。 17

行政機関及び医療機関による主な取組

ア 行政機関（国）による主な取組

イ 医療機関（病院）による主な取組

イ 医療機関からの意見

ア 四国内に居住する外国人からの意見《資料2（8ページ）》

⑤入退院する

関係者からの意見（取組を拡充する上で、悩みや課題となる事項等）



【事例12】 独自に英訳した入院申込書兼誓約書の例

● 入院のしおりの多言語化（英語）《資料1（78ページ）》

● 病院内の施設（洗濯機、給湯室等）の使用方法及び掲示物（面会者の注意事項等）の多言語化（日本語に英語を
併記）《資料1（79ページ）》

JMIP認証医療機関である岡山大学病院における参考となる取組
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四国内に居住する外国人から、医療費の支払に関する意見は聴かれなかったものの、調査対象とした医療機関では次のようなトラブル
事例が発生している。

◇ 医師や看護師、事務職員の中には英語で対応できる者もいるが、英語以外の言語（特に希少言語）を話す患者への対応が難しかった
経験があるため、他の医療機関における外国人患者への対応について、その経験談等を共有できる機会を提供してほしい。

◇ 外国人患者とのトラブルを経験した医療機関の知識や経験を学ぶことができる機会や事例集を作成してほしい。

◇ 大都市では、外国人の未収に対する対策（公益財団法人東京都福祉保健財団（東京都から受託）による「外国人未払医療費補てん事
業」等）があるが、外国人患者数が少ない地方都市では整備されていないため、訪日外国人の海外旅行保険加入を一層促進してほしい。

⑥医療費を支払う

調査対象とした11医療機関全てにおいて、何らかの未収金対策（キャッシュレス決済の導入《資料1（82ページ）》、海外旅行保険等への加入
状況確認、概算医療費の事前提示、医療費の一部事前精算、未収金担当者の早期介入、支払確約書の取得）を実施しているほか、次のと
おり、工夫した取組がみられた。

● 独自に英訳した領収書の作成・活用（徳島県立中央病院、高松赤十字病院、飯尾小児科・内科）【事例13】《資料1（35ページ）》

● 請求書、領収書等の発行手順、医療費の支払手続等を示した「外国人患者
の受入れのための医療機関向けマニュアル」の作成・公表《資料1（6ページ）》

● 領収書、概算医療費の説明書等「外国人向け多言語説明資料」（英語、中国
語等5か国語）の作成・公表《資料1（5ページ）》

厚生労働省による取組

● 観光庁が作成した訪日外国人旅行者向け海外旅
行保険への加入促進に係るチラシの配布
《資料1（11ページ）》

四国運輸局による取組

◆ 国際送金に当たって、「 . 」と「 , 」の意味が日本と違ったため、本来の請求額とは異なる金額が振り込まれた事例
（注） 日本では、「.」は小数点として、「,」は3桁ごとに区切る記号として使用されるが、国によっては逆転した意味で使用される。

◆ 外国人患者の帰国により、請求先が海外（外国人患者の居住国）となり、請求が困難となった事例

◆ 医療機関での自己負担が不要な国の出身者に医療費を請求したところ、理解が得られなかった事例

コンマピリオド
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行政機関及び医療機関による主な取組

ア 行政機関（国）による主な取組

イ 医療機関（病院、診療所）による主な取組

医療費の支払に関するトラブル事例

医療機関からの意見（取組を拡充する上で、悩みや課題となる事項等）



【事例13】 独自に英訳した領収書の例

支払や必要書類に関する支援を行う旨の多言語化（日本語に英語を
併記）《資料1（83ページ）》

JMIP認証医療機関である岡山大学病院における参考となる取組
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⑦薬を受け取る

● 地図を用いて医療機関周辺にある薬局の場所を説明（松山赤十字病院）

● 外国人への処方時の留意点等を示した「外国人患者の受入れのための医療機関向けマニュアル」の作成・公表《資料1（6ページ）》

● 院外処方の説明用資料等「外国人向け多言語説明資料」 （英語、中国語等5か国語）の作成・公表《資料1（5ページ）》

厚生労働省による取組

調査対象とした3薬局全てにおいて、キャッシュレス決済を導入している《資料1（84ページ）》ほか、次のとおり、工夫した取組がみられた。

● 英訳された薬剤情報を提供する文書を活用（安西番町薬局、香川県薬剤師会調剤薬局）【事例14】《資料1（85ページ）》

● 薬局用の英単語帳の活用（香川県薬剤師会調剤薬局）《資料1（87ページ）》

◇ 英語であれば簡単な英単語とスマートフォンの翻訳ツールを活用することで対応可能であるが、英語が通じない外国人が来たときの対
応に苦労し、ジェスチャーで何とか対応した経験がある。外国人患者との会話を円滑に行うための指さしシートや翻訳機器等があれば便
利である。

◇ 外国人患者には用法・用量や副作用を中心に説明できればよいと感じているが、薬の効能等に関する外国人からの訴訟も考えると、ど
こまで情報提供すべきか悩む。

● 懇談会参加者（144人）において、医療機関に行ったことがある者85人のうち20人（24％）から、「薬の説明書にある「1日3回（服用）」の意
味は何となく分かるが、その効用は漢字交じりの日本語で記載されているため、どんな薬を飲んでいるのか分からない。英語表記の説明
書があれば理解しやすい。」など、日本語で書かれた薬の説明書を理解するのに困ったとの意見が聴かれた。また、「薬を受け取る場所
が分からない。」との意見も聴かれた。

● 「子供が個人病院で受診したとき、薬の説明書を中国語に翻訳して、薬の説明をしてくれたので非常に助かった。」との意見も聴かれた。

行政機関、医療機関及び薬局による主な取組

イ 医療機関（病院）による主な取組

ウ 薬局による主な取組

イ 医療機関からの意見

ア 四国内に居住する外国人からの意見《資料2（8ページ）》

ウ 薬局からの意見

ア 行政機関（国）による主な取組

関係者からの意見（取組を拡充する上で、悩みや課題となる事項等）



【事例14】 「くすりのしおり」（左：日本語版、右：英語版）
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